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本稿は，ミェチスワフ・W・ソハ（Mieczys aw W. Socha）教授（ワルシャワ大学経済学部マクロ
経済・外国貿易理論講座），バルトゥウォミェイ・ロキツキ（Bart omiej Rikicki）氏（ワルシャワ大
学経済学部博士課程院生）の共著による「ポーランド東部国境地帯のユーロリージョン（Euroregiony
na wschodniej granicy Polski）」（Feb．，２００５，mimeo）の翻訳である。これは，文部科学省科学研究費
補助金研究「ノーザンディメンション －拡大 EUとスラブ圏の域際交流の拡大によるヨーロッパ経
済空間の再編－」（基盤研究 B ，課題番号１６３３００５２），研究代表者：立正大学経済学部・蓮見雄）の
基礎研究として執筆された報告書の翻訳である。
本稿は，３回に分けて掲載する。目次は以下の通りである。
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６．ベラルーシ，ロシア，ウクライナ地域の特徴
現在，ベラルーシ，ウクライナ国境地域に関する詳細な統計データは入手困難である。したがっ
て，ここでは，両国のマクロ経済情勢を示すデータ，対ポーランド貿易統計を利用した。このことに
よって，ある程度はポーランドと国境を接するベラルーシ，ウクライナの国境地帯の状況を推し量る
ことができると考える。ロシアに関しては，カリーニングラード州についてある程度の情報が得られ
ており，幾分この地域の状況を詳しく見ることができる。
ａ．ベラルーシ
ベラルーシは，他の旧ソ連共和国と同様，経済成長率が低く農業中心であった。国土面積は２０万７６００
km２（森林－３８％，湖・河川－２％，農地－４４％，その他－１６％）で，人口は約９８５万人である。首
都はミンスクで，人口１７４万人にのぼる。ベラルーシの人口規模でみた十大都市は（２００３年１月１日
現在），ミンスク（１７４万人），ゴメリ（４９万人），モギリョフ（３７万人），ヴィツェプスク（３５万人），
グロドノ（３２万人），ブレスト（３０万人），ボブルイスク（２２万人），バラナヴィーチ（１７万人），ボリ
ソフ（１５万人），オルシャ（１４万人），ピンスク（１３万人），モズイリ（１１万人），ノヴォポロツク（１１
万人），ソリゴルスク（１０万人）である。
人口構成は，都市人口－７０４万５，０００人，農村人口－２８０万３，０００人，また，男性－４６１万４，０００人，女
図１８ ベラルーシ地図
出所：Instytut Geodezji i Kartografii.
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性－５２３万４，０００人となっている。民族構成は，ベラルーシ人－８１．２％，ロシア人－１１．４％，ポーラン
ド人－３．９％，ウクライナ人－２．４％，ユダヤ人－０．３％，およびその他の民族－０．８％となっている
（１９９９年国勢調査）。
年間平均の就労人口は４３４万人で，一方失業者は１３０万５，０００人である。所有形態別雇用構造は，国
営企業－５５．５％，私営企業－４３．３％，外資が参入した企業－１．８％外資系企業－０．９％となっている。
産業別雇用構造は，工業－２７．３％農業－１２．７％建設－７．２％，運輸－５．９％，通信－１．５％，商業・食
糧供給－１２．４％，教育－１０．９％その他－２２．１％となっている。
平均月収は１６５ドル（２００４年中期）で，ウクライナ，ロシア・カリーニングラード州とほぼ同水準
にある。また，一人当たり GDPも低水準にあるが，近年の大きな問題は高いインフレ率である。一
方で，失業率は低い。ベラルーシの主要マクロ経済指標は，表３に示した。
他の旧ソ連共和国と同様，ベラルーシもインフラ整備が遅れており，その最も良い例は鉄道網の整
備状況である（表４）。
表３ ベラルーシの主要マクロ経済指標 １９９８－２００２年
１９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２
単位：ECU/Euro
GDP（時価） １，３４８ １，１３７ １，１２７ １，３８３ １，５５５
成長率 前年比：％
GDP（国内通貨固定価格） ８．４ ３．４ ５．８ ４．７ ５．０
労働生産性 ７．２ ２．８ ５．８ ５．２ ５．８
生産構造 ％
農業 １３．２ １４．０ １３．５ １１．２ １１．１
工業（建設を除く） ３３．４ ３１．９ ３１．０ ２９．９ ２９．６
建設 ６．７ ６．７ ７．５ ６．７ ６．８
サービス ４５．５ ４６．２ ４６．８ ５０．９ ５１．２
インフレ １９９５＝１００
消費者物価指数 ４３２．９ １，７０４．６ ４，５７８．５ ７，３７７．８ １０，５１９．３
労働市場 対人口比：％
労働可能人口 ４５．０ ４５．３ ４５．３ ４５．３ ４５．３
就労人口 ４３．９ ４４．３ ４４．４ ４４．３ ４４．１
就労人口－男性 ２１．３ ２１．２ ２１．１ ２０．９ ２０．７
就労人口－女性 ２２．５ ２３．１ ２３．３ ２３．４ ２３．４
部門別平均雇用 雇用全体に占める割合：％
農業・林業 １６．４ １５．５ １４．８ １４．１ １２．９
工業（建設を除く） ２７．６ ２７．７ ２７．６ ２７．４ ２６．７
建設 ７．５ ７．４ ７．０ ７．２ ７．１
サービス ： ： ： ： ：
失業 労働人口全体に占める割合：％
失業率 ２．５ ２．２ ２．１ ２．３ ２．７
失業率－男性 １．７ １．６ １．７ ２．０ ２．２
失業率－女性 ３．１ ２．７ ２．４ ２．５ ３．０
出所：Eurostat.
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行政区分
ベラルーシ共和国は，６つの州と１１８の郡から構成されている。ユーロリージョンの枠でポーラン
ドと協力関係を持っているのは，ブレスト州とグロドノ州である。ブレスト州は，ポーランドと国境
を接している。人口は１４８万２，０００人（ブレスト市の人口－２９万４，０００人）である。行政の中心はブレ
スト市で，ミンスク，キエフ，モスクワの西門といえる場所に位置する。ブレスト州は交通インフラ
が比較的整備されている。主要な鉄道網は，ブレスト，バラナヴィチ，ルニネツを結んでおり，ブレ
スト，ピンスクに空港がある。
ブレスト州には，国営企業が３７４社あり，ベラルーシ共和国総生産の９％を生産している。主導産
業は，軽工業，食品加工業，機械工業で，それぞれ州の産業全体の１９．１％，２６．６％，２０．２％を占めて
いる。その他にも，軽工業，製粉業，肉加工業，商業，自動生産ライン製造業，印刷業，ガス調理器
具製造業，電子機械工業，交流モーター製造業，金属加工機械製造業などがある。
州の農業は，主に食肉用家畜，ジャガイモ，穀物生産に特化している。州は，８７の諸国と交易があ
る。家具，ガス調理器具，照明器具，絨毯，編み物などの輸出品がある。主な貿易相手国は，ドイ
ツ，ポーランド，ロシア，ウクライナである。州には，自由経済地区「ブレスト」がある。
グロドノ州の人口は１１７万４，０００人（グロドノ市の人口－３１万人）。州は，ポーランドおよびリトア
ニアと国境を接している。化学工業，石油加工業，食品加工業，金属加工機械製造業，軽工業，製板
製造業，セルロイド・紙製品製造業が盛んである。３００以上の企業の中で主要な企業は，「アゾット」
と「ヒムヴォウォクノ」，紡績工業企業連合，株式会社「グロドノ建設資材生産コンビナート」，「ベ
ルカルド」，「ワコクラスカ」，ガラス工場「ニエマン」，グロドノ二次加工工場「ベルブトルポリメ
ル」である。グロドノ州地域の企業では，この他にバス，小型トラクター，自動車部品，農業機械，
人造繊維，合成ピッチ，合板，紙製品，カートン，セメント，レンガ，セメント製品，チョーク，ガ
ラス，ビン，亜麻繊維，紡ぎ糸，革製品，ラジオ，テレビ，食器セット，家具，織物，養蜂製品，衣
類，タバコ，などを生産している。
州の農業と農産物・食品加工業は，全国でも主導的な地位にある。州から輸出される主要な品目
は，アンモニア，化学肥料，合板などである。主要輸入品目は，各種機器，化学製品，綿製品，タバ
コ，冷凍魚，柑橘類，紅茶，小麦，大麦，トウモロコシである。２００２年，自由経済地区「グロドノイ
ンベスト」が発足した。
自由経済地区
「ブレスト」は，６１km２の広さを有している。ここには，国際貨物積み替えステーション「コズロ
ヴィチ」および国際空港がある。この自由経済地区は，５０年間の期限をもって創設され，借地期間は
表４ ベラルーシの交通インフラ １９９８－２００２年
交通インフラ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２
鉄道網（km／１０００km２） ２６．７ ２６．７ ２６．７ ２６．６ ２６．７
道路網（km） ６３，３５５ ６５，９９４ ７４，３８５ ７５，３０２ ７９，９９０
出所：Eurostat.
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表５ ポーランドの対ベラルーシ貿易収支 １９９４－２００３年
（１００万ドル）
１９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３
総貿易額 ３０３ ４７９ ５２９ ５４０ ４３６ ３９９ ３９８ ４２１ ４８７ ７８１
輸出 １３７ ２４１ ２７２ ３１９ ２６６ ２３３ ２４４ ２７６ ２６０ ３９４
輸入 １６６ ２３８ ２５７ ２２１ １７０ １６６ １５４ １４５ ２２７ ３８７
貿易収支 －２９ ３ １５ ９８ ９６ ６７ ９０ １３０ ３３ ７
出所：Centrum Informacji Handlu Zagranicznego.
９９年となっている。この地域への登記は，コンクール制をとっており，登記者は次の減税措置を受け
られる。
－利得税１５％（通常は３０％）
－付加価値税の１０％（通常は２０％）
とりわけ初めの５年は，生産，サービス利潤の全額が免税の対象になる。次の５年間は，減税額が
５０％になる。
同様に，グロドノ州には自由経済地区「グロドノインベスト」がある。「グロドノインベスト」は
３７６haの広さを有し，他のベラルーシの自由経済地区と異なり，全域が市街地にある。つまり，全域
のインフラが一定の水準にあるといえる。利潤を得始めた時点から初めの５年は，生産，サービス利
潤の全額が免税の対象になる。ただし，利潤をベラルーシ内に投資した場合は，一定の課税がされ
る。減税措置は，４０％を上限に実施される。とりわけ，この地区で生産された製品が輸出に向けられ
た場合，大きな減税措置が受けられる。
２００３年および２００４年１－８月のポーランド・ベラルーシ貿易・経済関係
２００３年において，ポーランドはベラルーシの主要な貿易相手国であり，ベラルーシの第４位の貿易
相手国であった（上位はロシア，ドイツ，イギリス）。これは，ベラルーシの伝統的な貿易相手国で
あるウクライナ，ラトヴィアを上回っている。ポーランドの統計（CIHZ）によると，２００３年のポー
ランド・ベラルーシ貿易は，総貿易額７億８，１２０万ドル（６０．３％増），うちポーランドからの輸出－３
億９，４３０万ドル（５１．２％増），ポーランドへの輸入－３億８，６９０万ドル（７０．４％増），貿易収支－ポーラ
ンド側の７４０万ドル出超（２００２年－３，３２１万ドル出超）となっている。
前年同様，２００３年もポーランド側とベラルーシ側の貿易統計に相違が見られる。ベラルーシ共和国
統計・分析省のデータによると，２００３年のポーランド・ベラルーシ貿易は，総貿易額７億８，２７０万ド
ル（５８，１％増），うちベラルーシからポーランドへの輸出－４億３，４２０万ドル（５８，９％増），ポーラ
ンドからベラルーシへの輸入－３億４，８５０万ドル（５７，１％増），貿易収支－ベラルーシ側の８，５７０万ド
ル出超（２００２年－３，３２１万ドル出超）となっている。
２００３年におけるベラルーシからポーランドへの輸出の商品構造は，２００２年およびそれ以前と大きく
変わっていない。ベラルーシの輸出は，あいかわらずそれほど多くない商品に集中している。２００２年
および２００３年のベラルーシの対ポーランド輸出商品構造は，表７に示した。
表７に示したとおり，ベラルーシの対ポーランド輸出主要品目は，次の２つのセクションに集中し
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ており，全体の８２％を占める（２００３年）。
－鉱物製品：このセクションの全体に占める割合は，２００２年に比較して４０％から５４．９％に増大して
いる。輸出金額は２倍以上に増大し２億３，８３０万ドルで，１年間で１億２，９１０万ドル増大してい
る。
－化学工業製品：このセクションは３５．２％から２６．８％に縮小したが，輸出金額は２，０２０万ドル
（２１％）増大し１億１，６３０万ドルとなっている。
また，この２つのセクションがベラルーシからポーランドへの輸出増加分に占める割合は９３％であ
ることは，注目に値する。
また，ベラルーシの輸出商品の大半が，２００２年と比較して２００３年に輸出量を伸ばしていることは特
記できる。輸出量を減少させているのは，ごくわずかな商品のみである（たとえば塩，アンモニア，
無機複合肥料，製材，ワセリン，パラフィン，ワックス）。
表７ ベラルーシの対ポーランド輸出商品構造 ２００２－２００３年
１００万ドル 構成比（％）
２００３／２００２
２００２ ２００３ ０３－０２ ２００２ ２００３
輸出総額 ２７３，２８０．０ ４３４，１７１．０ １６０，８９１．０ １００．０ １００．０ １５８．９
V 鉱物製品（２５－２７） １０９，２０２．７ ２３８，３２７．３ １２９，１２４．６ ４０．０ ５４．９ ２１８．２
VI 化学工業製品（２８－３８） ９６，０７９．４ １１６，２６３．８ ２０，１８４．４ ３５．２ ２６．８ １２１．０
IX 木材・木材加工品（４４－４６） １４，７５１．６ １５，６３６．３ ８８４．７ ５．４ ３．６ １０６．０
XV 非鉄金属（７２－８３） １１，６８２．２ １３，７９７．５ ２，１１５．３ ４．３ ３．２ １１８．１
XI 繊維原料・製品（５０－６３） １１，７０９．４ １１，９１０．２ ２００．８ ４．３ ２．７ １０１．７
XVII 輸送手段（８６－８９） ６，１２７．７ ９，４８２．２ ３，３５４．５ ２．２ ２．２ １５４．７
I−IV 食品（０１－２４） ８，１７７．４ ８，４６３．３ ２８５．９ ３．０ １．９ １０３．５
XVI 機械・設備（８４－８５） ５，３５６．４ ６，９６６．２ １，６０９．８ ２．０ １．６ １３０．１
VII 人造繊維・天然ゴム（３９－４０） ３，７９３．４ ５，５３８．９ １，７４５．５ １．４ １．３ １４６．０
XIII 建設資材・ガラス（６８－７０） ２，６３９．６ ２，６１５．９ －２３．７ １．０ ０．６ ９９．１
VIII 皮革製品（４１－４３） １，４３４．２ ２，２６５．４ ８３１．２ ０．５ ０．５ １５８．０
X パルプ・紙製品（４７－４９） ７７４．１ １，３５６．４ ５８２．３ ０．３ ０．３ １７５．２
XX 家具・工業製品（９４－９６） ７９４．１ ９０９．１ １１５．０ ０．３ ０．２ １１４．５
XVIII 光学機器（９０－９２） ３８３．３ ５３８．７ １５５．４ ０．１ ０．１ １４０．５
XII 履物（６４－６７） １６．２ ４４．６ ２８．４ ０．０ ０．０ ２７５．３
その他（XIV, XIX, XXI） ３５８．３ ５５．２ －３０３．１ ０．１ ０．０ １５．４
´出所：Ministerstwo Statystyki i Analiz Republiki Bia orus.
表６ ベラルーシの対ポーランド貿易収支 １９９４－２００３年
（１００万ドル）
１９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３
総貿易額 ２１５．５ ４６８．８ ５３２．７ ４９５．８ ４６７．８ ４２０．８ ４９２．６ ４４９．７ ４９５．１ ７８２．７
輸出 １０３．７ ２７１．４ ３３７．７ ２４５．８ １８４．９ ２０８．３ ２７６．８ ２４８．０ ２７３．３ ４３４．２
輸入 １１１．８ １９７．４ １９５．０ ２５０．０ ２８２．９ ２１２．５ ２１５．８ ２０１．７ ２２１．８ ３４８．５
貿易収支 －８．１ ７４．０ １４２．７ －４．１ －９８．０ －４．２ ６１．０ ４６．３ ５１．５ ８５．７
注：ベラルーシ側資料。
´出所：Ministerstwo Statystyki i Analiz Republiki Bia orus.
８０ 田 口 雅 弘
－８０－
ベラルーシの輸入主要品目構造は，２００２年から大きな変化はなかった。２００２－２００３年におけるベラ
ルーシの対ポーランド輸入主要品目構造は表９のとおりである。
ベラルーシの統計によれば，２００３年のポーランドからの輸入は３億４，８５０万ドルで，２００２年より１
億２，６７０万ドル（５７．１％）増加した。表９に示したとおり，輸入主要品目は以下の５セクションに集
中しており，これらの輸入全体に占める比率は７５％に達している。
表８ ベラルーシの対ポーランド輸出主要品目構造（２００３年）
商品分類
コード
商 品
２００３
（１，０００ドル）
２００３／２００２
（％）
輸出に占める
割合（％）
１ ２７１０ 石油，瀝青炭液化油（加工品） １３９，０６４．０ ３２５．８ ３２．０３
２ ３１０４ カリウム鉱物・化学肥料 ４８，７３１．９ １３０．６ １１．２２
３ ２７０９ 石油，瀝青炭液化油（原料） ４３，１７３．７ １３０．８ ９．９４
４ ２９３３ 複素環化合物のうち窒素複素環化合物 ３９，５０３．３ １０１．３ ９．０９
５ ２７１１ 天然ガスおよびその他の炭化水素 １６，１６２．８ ２０１．０ ３．７２
６ ２５２３
ポートランドセメント，粘土セメント，セメント用
石膏および硬石膏
１５，４６４．１ １１３．４ ３．５６
７
４４０３
４４０７
４４１２
材木
製材（厚さ６mm以上）
合板 １４，０２８．３ １０５．８ ３．２３
８ ２７１６ 電力 １３，７８１．８ ３２２．５ ３．１７
９ ３５０１ カゼイン ９，９８２．４ １６２．４ ２．３０
１０ ８７０８ 自動車部品 ９，１７３．９ １５７．３ ２．１１
´出所：Ministerstwo Statystyki i Analiz Republiki Bia orus.
表９ ベラルーシの対ポーランド輸入主要品目構造（２００２－２００３年）
１００万ドル 割合（％）
２００３／２００２
２００２ ２００３ ０３－０２ ２００２ ２００３
輸入総額 ２２１，７９８．３ ３４８，４８９．２ １２６，６９０．９ １００．０ １００．０ １５７．１
I−IV 食品（０１－２４） ４５，４０２．２ ９１，１９０．６ ４５，７８８．４ ２０．５ ２６．２ ２００．９
XVI 機械・設備（８４－８５） ５２，９７８．０ ８４，００５．１ ３１，０２７．１ ２３．９ ２４．１ １５８．６
IX 木材・木材加工品（４４－４６） ３０，０７９．７ ３８，９９８．０ ８，９１８．３ １３．６ １１．２ １２９．６
XV 非鉄金属（７２－８３） １６，５６５．６ ２４，８１３．７ ８，２４８．１ ７．５ ７．１ １４９．８
VI 化学工業製品（２８－３８） １５，５７０．７ ２２，８３３．６ ７，２６２．９ ７．０ ６．６ １４６．６
VII 人造繊維・天然ゴム（３９－４０） １７，４９３．５ ２０，４８７．０ ２，９９３．５ ７．９ ５．９ １１７．１
XIII 建設資材・ガラス（６８－７０） ８，４０８．１ １９，１５８．６ １０，７５０．５ ３．８ ５．５ ２２７．９
X パルプ・紙製品（４７－４９） １１，７４８．４ １６，１３５．５ ４，３８７．１ ５．３ ４．６ １３７．３
XI 繊維原料・製品（５０－６３） ８，０３８．３ １０，０２１．５ １，９８３．２ ３．６ ２．９ １２４．７
XX 家具・工業製品（９４－９６） ５，０９２．３ ６，４５０．０ １，３５７．７ ２．３ １．９ １２６．７
XVII 輸送手段（８６－８９） ３，０１４．５ ５，０５９．２ ２，０４４．７ １．４ １．５ １６７．８
XII 履物（６４－６７） ３，７８１．６ ３，２０３．２ －５７８．４ １．７ ０．９ ８４．７
XVIII 光学機器（９０－９２） １，４１８．２ ２，９８８．５ １，５７０．３ ０．６ ０．９ ２１０．７
V 鉱物製品（２５－２７） １，４６７．０ ２，０８２．６ ６１５．６ ０．７ ０．６ １４２．０
VIII 皮革製品（４１－４３） ４３９．７ ５８５．４ １４５．７ ０．２ ０．２ １３３．１
その他（XIV, XIX, XXI） ３００．５ ４７６．７ １７６．２ ０．１ ０．１ １５８．６
´出所：Ministerstwo Statystyki i Analiz Republiki Bia orus.
８１ポーランド東部国境地帯のユーロリージョン（３）
－８１－
－食品：輸入全体に占める比率は２００２年の２０．５％から２００３年の２６．２％に上昇した。輸入額は，４５８
万ドルの増加（２倍以上）で，輸入額上昇分の３６％を占めた。
－機械・設備：輸入全体に占める比率は２００２年の２３．９％から２００３年の２４．１％に上昇した。輸入額
は，３，１００万ドルの増加（５８．６％増）で，輸入額上昇分の２４．５％を占めた。
－木材・木材加工品：輸入全体に占める比率は２００２年の１３．６％から２００３年の１１．２％に低下した。し
かしながら，輸入額は８９０万ドルの増加（２９．６％増）で，輸入額上昇分の７．０％を占めた。
－非鉄金属：輸入全体に占める比率は２００２年の７．５％から２００３年の７．１％に低下した。しかしなが
ら，輸入額は８２０万ドルの増加（４９．８％増）で，輸入額上昇分の６．５％を占めた。
－化学工業製品：輸入全体に占める比率は２００２年の７．０％から２００３年の６．６％に低下した。しかしな
がら，輸入額は７３０万ドルの増加（４６．６％増）で，輸入額上昇分の５．７％を占めた。
また，建設資材輸入額が２倍以上（１，０８０万ドル）に伸びていることも，注目に値する。これは，
輸入額上昇分の８．５％を占めた。輸入額が減少したのは，唯一「履物」のセクションである（６０万ド
ル）。
２００４年のベラルーシ・ポーランド貿易
ベラルーシ側の統計データによると，２００４年１－８月に，ベラルーシの対ポーランド輸出も対ポー
ランド輸入も２００３年と同じような構造になっている。対ポーランド輸出の主要品目は，石油製品（１
億６，０４１万５，７００ドル），カリウム肥料（４，４６１万２，４００ドル），石油・濃縮ガス（４，３９０万３，９００ドル），
表１０ ベラルーシの対ポーランド輸入主要品目（２００３年）
商品分類
コード
商 品
２００３
（１，０００ドル）
２００３／２００２
（％）
輸入に占める
割合（％）
１ ０２０３ 豚肉（生肉，冷蔵肉，冷凍肉） ３２，４０５．６ ５８８．２４ ９．３０
２ ４４１０ 製材および木製加工板 ２７７，０４１．８ １２２．４５ ７．７６
３ ８５４０ 熱陰極管，冷陰極管，光陰極（フォトカソード）管 ２０，９９３．３ １２４．２２ ６．００
４ ０８０８ リンゴ，西洋なし，マルメロ １０，０９２．２ ８７．７３ ２．８９
５ ４８１８
トイレットペーパー，ティッシュぺーパー，ペー
パーナプキン
８，５２０．１ １７４．４５ ２．４４
６ ４４１１ 硬質繊維板 ７，８２４．１ １４０．３３ ２．２４
７ ８４１９
試験機器，試験設備（加熱冷却温度制御付き，また
は無し）
７，０４２．６ ３５１．３０ ２．０２
８ ３００４
治療用，予防用医薬品（処方用，市販用にパッケー
ジされたもの）
６，６１２．１ １０５．３１ １．９０
９ ６８０６ 防寒用ウール，吸音ウール ５，１０２．７ ２７７．９２ １．４６
１０ ０２０７ 家禽食用肉（生肉，冷蔵肉，冷凍肉） ４，８６４．３ １８１．７０ １．３９
１１ ８４３８
食品加工用機械（食品，飲料用で脂肪抽出装置，食
用油抽出装置を除く）
４，７８１．５ ２２０．８６ １．３７
１２ ０２０９ 豚脂肪，家禽脂肪（生，冷蔵，冷凍，塩漬け，薫製） ４，６５６．９ ２０６．０５ １．３４
１３ ８４３４ 集乳用タンクローリー車 ４，５４３．３ ５００．６９ １．３０
１４ ８３０２ 家具，ドア，階段，窓等用金属金具および関連製品 ４，３８２．５ １０１．０７ １．２６
１５ １１０８ デンプン質食品，イヌリン ３，８８６．１ １３７．２０ １．１１
´出所：Ministerstwo Statystyki i Analiz Republiki Bia orus.
８２ 田 口 雅 弘
－８２－
表１１ ベラルーシ・ポーランド貿易（２００４年１－８月）
１，０００ドル 非 CIS諸国との貿易の比重（％） 順位
２００３年
１－８月
２００４年
１－８月
２００３年１－８月／
２００４年１－８月
（％）
２００３年
１－８月
２００４年
１－８月
１－８月
２００３r.
２００４年
１－８月
総貿易 ４９６，４１７．７ ７４２，９５２．４ １４９．７ ９．６ １０．９ ３ ３
輸出 ２９１，５２９．５ ４５７，３９６．８ １５６．９ ９．６ １１．３ ４ ３
輸入 ２０４，８８８．２ ２８５，５５５．６ １３９．４ ９．７ １０．３ ２ ２
貿易収支 ８６，６４１．３ １７１，８４１．２
´出所：Ministerstwo Statystyki i Analiz Republiki Bia orus.
複素環化合物（２，３２５０，２００ドル），液化天然ガス（３，４４５万４，７００ドル），電力（１，１０５万１，４００ドル）自
動車・農業用トラクター部品（１，７０５万３，８００ドル），カゼイン（１，５４１万５，６００ドル），セメント（９７２
万５，４００ドル）である。この９品目の合計額は３５，９８８万３，１００ドルで，ベラルーシの対ポーランド輸出
の７８．７％を占める。
ベラルーシの対ポーランド輸入では，豚肉（２，６８２万９，９００ドル），製材および木製加工板（２，６２４万
８，５００ドル），キネスコープ（２０５８万２，２００ドル）リンゴ，西洋なし，マルメロ（８８３万３，５００ドル），紙
製衛生用品，ペーパーナプキン（７５９万４，４００ドル），ウール（５３４万８，９００ドル），飼料（５２４万３，２００ド
ル），家具，ドア，階段，窓等用金属金具（４４８万３，８００ドル），電気機器用制御盤（４４６万４，２００ドル）
が中心である。この９品目の合計額は１億９５８万３，６００ドルで，ベラルーシの対ポーランド輸出の３８．４％
を占める。
ポーランド側の統計でも，輸出が好調であることが裏付けられる。しかしながら，ポーランドの EU
加盟で，貿易の伸びは前年比で幾分頭打ちになっている。外国貿易動向・価格研究所（IKiCHZ）の
データによれば，ポーランドの２００４年１－４月の対ベラルーシ輸出は４２．５％の伸びだったが，５月１
日以降も実質上は減少することはなく，年末で４３．９％だった。
投資における協力
ベラルーシ経済への投資に占めるポーランドの対外投資は，きわめて小さい。２００３年のベラルーシ
関連統計集を見てみると，外国の総投資額は１３億６５０万ドル，うちポーランドは１，９９０万ドルで，対ベ
ラルーシ対外総投資額の１．５２％である。
ポーランドの対ベラルーシ投資の構造は以下の通りである：
－直接投資：８８０万ドル。うち，株式取得３５０万ドル，信用供与１９０万ドル，その他の直接投資３４０万
ドル。
－ポートフォリオ：なし。
－その他：１１１万ドル。うち，バイヤーズ・クレジット２１０万ドル，その他の信用供与８８０万ドル，
融資・リース２０万ドル
２００３年，ベラルーシではポーランドの資本が入った企業が３２２社活動していた。うち，１９６社が合
弁，１２６社が純粋にポーランド系企業だった。外資の企業数としては，ポーランドはロシア，米国に
続いて，第３位の位置を占めている。保有株式総額は１，５４０万ドルで，これは外資の中で第８位であ
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る。このことが示すように，ポーランドの進出企業は，例外を除いては主に中小企業である。ポーラ
ンド系企業では，大手は「INKO FOOD」のみである。２００２年と比較すると，ポーランドの資本が
入った企業が１９１社も減少しており，資本も５，１６０万ドルが撤退した。このような減少は，他の諸国に
ついても同様であるが，これは実際に活動していない企業の実質的な整理が行われたためである。
ｂ．カリーニングラード州
カリーニングラード州は，ロシア共和国の飛び地で，ロシア共和国の中で最も西に位置している。
北部および東部は，２８０kmにわたってリトアニアと国境を接しており，南部は２３１kmにわたって
ポーランド国境を接している。また，西部は１８３kmにわたりバルト海に面している。州の東西最長
距離は２０５kmで南北の最長距離は１０８kmである。カリーニングラード市からポーランドの国境まで
３５km，リトアニアの国境まで７０km，モスクワまで１，２８９kmである。
行政の中心はカリーニングラード市（旧ケーニスベルグ，１２５５年建立）で，面積は１万５，１００km２
である。これは，ロシアの中で最も小さな州の一つだが，人口密度は１km２あたり６３．０人で，国内第
３位である（ロシアの平均人口密度は１km２あたり８．６人）。
人口は，２００３年現在９４万人，うち都市人口７７％，農村人口２３％で，カリーニングラード市の人口は
約４２万人である。州の人口構成は，就労可能年齢人口６２．９％，未就労可能年齢人口１７．６％，老齢人口
表１２ 対ベラルーシ外国投資（２００３年）
外国投資の流入（２００３年）単位：１，０００ドル
総額 ％
うち：
直接投資 ポ トーフォリオ その他
ベラルーシ全体 １，３０６，４５７．０ １００．００％ ６７４，５１４．０ ６３７．１ ６３１，３０５．９
CIS諸国－全体 ２６２，１８８．０ ２０．０７ １４５，２５３．３ ５９１．６ １１６，３４３．１
１． ロシア ２５０，１５１．８ １９．１５ １４４，４４４．８ ５９１．６ １０５，１１５．４
２． ウクライナ １１，０１９．３ ０．８４ ２２８．９ ０．０ １０，７９０．４
３． キルギスタン ８２４．１ ０．０６ ４３６．８ ０．０ ３８７．３
その他の CIS諸国 １９２．８ ０．０１ １４２．８ ０．０ ５０．０
非 CIS諸国 －全体 １，０４４，２６９．０ ７９．９３ ５２９，２６０．７ ４５．５ ５１４，９６２．８
１． スイス ３６１，９９５．４ ２７．７１ ３５７，８０９．０ −− ４，１８６．４
２． オーストリア １１２，６６９．５ ８．６２ ２，２８７．１ −− １１０，３８２．４
３． Wyspy Dziewicze（英） ８６，０８８．８ ６．５９ ３９，１１１．１ −− ４６，９７７．７
４． ドイツ ８２，１６３．６ ６．２９ １８，８１６．０ −− ６３，３４７．６
５． 米国 ４８，２６３．５ ３．６９ １６，２９３．３ ２５．０ ３１，９４５．２
６． オランダ ４６，８２８．５ ３．５８ ５，６７４．８ −− ４１，１５３．７
７． イギリス ４５，１６３．６ ３．４６ ２０，５２６．５ −− ２４，６３７．１
８． キプロス ４３，５５６．９ ３．３３ １５，８０９．９ ０．２ ２７，７４６．８
９． パナマ ２７，４５７．７ ２．１０ １５．０ −− ２７，４４２．７
１０． ラトヴィア ２２，４７４．１ １．７２ ４，７３０．６ −− １７，７４３．５
１１． イタリア ２１，８９５．１ １．６８ １，４３３．０ −− ２０，４６２．１
１２． ポーランド １９，９１９．３ １．５２ ８，８２６．２ −− １１，０９３．１
その他の非 CIS諸国 １２５，７９３．０ ９．６３ ３７，９２８．２ ２０．３ ８７，８４４．５
´出所：Ministerstwo Statystyki i Analiz Republiki Bia orus.
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１９．６％となっている。また，州には９７の民族が居住しており，うち，ロシア人－７８．５％，ベラルーシ
人－８．５％，ウクライナ人－７．２％，アルメニア人－０．２％，ドイツ人－０．６％，ポーランド人－０．５％
となっている。
州都以外の主要な都市は，ソヴィエツク（旧ティルジット）－人口４万３，７００人，チェルニャホフ
スク（旧インステルブルク）－人口４万３，３００人，バルチスク（旧ピラウ）－人口３万１，１００人，グ
シェフ（旧グンビネン））－人口２万８，１００人である。カリーニングラード州の人口密度は上述のよう
に１km２あたり６３人である。最も人口密度が高い都市は，グセフ，チェルニャホフスク，バグラティ
オノフスク，グヴァルディスク，ニエマンである。
潜在力
カリーニングラード州は，その地政学的位置を利用して，特別経済地区を設けている。ロシア共和
国本土から離れているものの，ヨーロッパのビジネスの中心に近く，歴史的にヨーロッパとの交易の
経験が深いこの土地は，ロシアのヨーロッパとの統合にとってパイロット的役割を果たしている。
カリーニングラード州の潜在力の一つは，地下資源である。ここには，最も大きな琥珀の鉱脈があ
る（世界の琥珀の鉱脈の９０％）。また，硫黄分の少ない石油の鉱脈，褐炭（１５億トンと推定），泥炭，
良質の岩塩などが存在する。
また，ロシア共和国の中では数少ないバルト海沿岸の不凍港がある。ここを利用すると，ロシアか
ら最短でヨーロッパに輸送を行うことができる。こうした条件は，カリーニングラード州の運輸，商
業の潜在力となっている。また，様々な高等教育機関の分校があり，科学技術発展のベースもある。
カリーニングラード州経済の主要な部門は，漁業，機械産業，製紙・パルプ工業，エネルギー産
業，食品加工業であるが，その中でも基礎は工業である。大半の機械工業はカリーニングラード市に
集中している。ここでは，船舶，貨車，クレーン，照明機器，精密機器などが生産されている。農業
は，とりわけ食肉，牛乳生産が盛んである。また，国内向けのテレビ，掃除機，缶詰生産も盛んであ
る。また，BMW，起亜自動車，ハマーの自動車組み立て工場がある。
経済情勢
２００１年以降は，経済成長の傾向が見られる。特に２００２年には６％の成長を記録している。その他の
マクロ経済指標もおおむね良好である。２００３年には，工業生産１４．５％増，農業生産１．８％増，建設２１．６％
増，貨物輸送１５％増を記録している。また，住宅引渡し戸数は１８％増加している。
２００２年末のインフレ率は１７．５％で，失業率は８．８％の水準にある。住民の実質所得は１４％上昇し
た。２００３年の州の平均所得は１７０ドルである。２００３年の総貿易額は２６億９，０００万ドルで，対前年比で
３５．４％上昇している。輸入は２１億４，０００万ドルで３５．２％の増加，輸出は５億５，５５０万ドルで３６％増で
あったが，輸入の５分の１である（表１３参照）。
２００３年の貿易構造自体は，前年に比べて特に大きくは変化していない。しかしながら，原材料輸出
が固定化してきたということはできるだろう。輸出の４５％を占めるのは石油および石油製品である。
一方で，製板・合板が１１％，家具が８％，機械・設備が１１％，衣類・履物が３％を占めている。
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表１４ カリーニングラード州貿易のパートナー（２００３年）
主要な輸出相手国 主要な輸入相手国
国名 輸出－１００万ドル
輸出に占める割合
（％）
国名 輸入－１００万ドル
輸入に占める割合
（％）
スウェーデン ９５．７ ２０．４ ドイツ ４３５．２ ２１．１
ドイツ ８２．９ １７．７ ポーランド ３４６．７ １６．６
ポーランド ４５．４ ９．３ リトアニア ２０１．６ ９．８
リトアニア ３７．２ ７．９ 韓国 １１０．３ ５．４
イラン ３０．２ ６．４ ブラジル ８６．２ ４．２
出所：Konsulat Generalny RP w Kaliningradzie.
輸入の中心は機械工業製品で，輸入全体の４０％を占めている。続いて，食品２８％，化学工業製品
８％，履物，衣類，家具と続いている。とりわけ注目できるのは食品輸入が継続的に低下してきてい
ることである。２００１年には，輸入に占める食品の割合は約３５％であった。
カリーニングラード州の貿易額は伸びているものの，輸出入のアンバランスには注意が必要であ
る。２００３年には１５０億ドルの貿易赤字を記録している。こうした状況は，カリーニングラード州がさ
らに資源輸出に頼らざるを得ない状況を作り出す。カリーニングラード州の最大の輸出相手国はス
ウェーデン，輸入相手国はドイツである（表１４参照）。ポーランドは，輸出入ともランキングの上位
を占めている。
２００３年のカリーニングラード州への外国投資は５，６２０万ドルで，対前年比約１８％の伸びである。主
な投資先は，技術・資材部門－５３％，工業生産部門－３２．７％，商業・飲食業－７．３％であった。２００３
年の主な投資国は，キプロス－２，５００万ドル，ドイツ－５９０万ドル，オランダ－４４０万ドル，スイス－
３６０万ドルであった。
２００４年前期の工業生産は，対前年同期２４．２％増で，同時期のロシア共和国全体の７．４％を大きく上
回っている。しかし，農業は２％減である。また，２００４年前期のインフレ率は６．１％，失業率は低下
傾向を示し。住民の所得は５．９％上昇した。
２００４年前期の海外投資流入は２，８００万ドルで，対前年同期８．３％増であった。主要な投資国は，キプ
ロス－６８０万ドル，米国－４８０万ドル，リトアニア－４７０万ドル，イギリス－３６０万ドル，ドイツ－３２０
表１３ カリーニングラード州貿易構造（２００３年）
商品グループ
輸出－１００万ドル 輸入－１００万ドル
２００２ ２００３
２００３／２００２
（％）
２００２ ２００３
２００３／２００２
（％）
農産物・食品 code ０１－２４ ４７．４ ４６．６ ９８．３ ４７２．５ ５９８．６ １２６．７
燃料・エネルギー code ２７ １３９．７ ２３３．２ １６６．９ ５．２ ６．８ １３０．８
化学製品 code ２８－３５，３７－４０ ３２．５ ４４．８ １３７．８ １２６．９ １７１．３ １３５．０
木材・木材製品 code ４４，４７，４８ ５８．０ ４４．８ １２３．８ ６２．７ ７７．５ １２３．６
金属 code ７２－８１ ２７．７ ７１．８ １５２．７ ９０．７ １３０．２ １４３．６
機械・設備 code ８４－９０ ５６．６ ４２．３ １０５．５ ５９７．８ ８４２．４ １４０．９
その他 ４６．７ ５７．２ １２２．５ ２２３．１ ３０８．３ １３８．２
出所：Konsulat Generalny RP w Kaliningradzie.
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万ドルであった。また，ポーランドの対カリーニングラード州投資は８２万９，０００ドルであった。主な
投資先は，工業生産部門－３７．２％，技術・資材部門－２５．９％，通信部門－１７．２％，商業・飲食業－１２．５％
であった。
２００１年，ロシア共和国のカリーニングラード州に対する２００１－２０１０年発展プログラムが策定され
た。この中には，カリーニングラード州における燃料・エネルギー基盤への投資，交通インフラの整
備，農業・食品加工産業へのてこ入れなどが盛り込まれている。この１０カ年計画には，当初予算３０万
ドルが見込まれていたが，度重なるプログラムの修正を経て，予算は大幅に縮小され，プログラムの
実現が難しくなっている。バウティスクのコンテナターミナル整備，石油基地建設などを盛り込んだ
TEC－２プロジェクトは進行しているが，その他の大半のプロジェクトは未だ初期準備段階にある。
経済活性化の重要なてこは，２００５年のカリーニングラード創立７５０周年記念に向けた，市の整備，
近代化事業である。この事業に対しては，ロシア共和国本土からの投資が期待できる。
特別経済地区
カリーニングラード州は，１９９６年１月５日の法律に基づき，特別経済地区を設置している。これ
は，輸入商品の流入を促したが，経済発展の原動力となるような外国投資の流入にはつながっていな
い。この法律は，カリーニングラード州への輸入を非関税と定めている（ただし，商品価値の０．１５％
にあたる関税手数料は納付）。また，それらの商品のロシア共和国本土およびベラルーシ（ロシア共
和国と関税同盟を結んでいる）へのさらなる移出には輸入関税が課せられる（付加価値税は免税）。た
だし，一部の商品については，国内市場と地元生産者保護の立場から，輸入量制限が課せられている。
この法律では，生産部門への外資流入を促進させるために，生産者に特恵を与えている。製品が特
別経済地区で生産されたと認められる場合（持ち込んだ原料・製品がその生産・加工により当初の価
値の３０％を下回らない付加価値を生みだし，その製品が生産・加工により関税分類表の別の商品コー
ドに分類されるようになった場合），ロシア共和国からロシア産であることの証明書が発行され，ロ
シア本土への移出は非関税となる。その他，種々の減税措置が付与される。
外国投資家の側からは，さらなる減免措置，外資系銀行の設立，現地生産物をロシア本土に移出す
る際の付加価値税の免除などが求められている。
相互経済関係
２００３年のポーランド・カリーニングラード州経済協力関係は，良好と評価して良いだろう。何より
も，ポーランドの対カリーニングラード州輸出が増大している。総貿易額は３億９，２００万ドルにのぼ
り，うち，ポーランドからの輸出は３億４，６７０万ドル，輸入は４，５４０万ドルにのぼっている（表１５）。
２００３年のポーランドの対カリーニングラード州輸出は，前年比３８．７％にのぼるが，これは他のカ
リーニングラード州の主要貿易相手国であるドイツ（２９％）やリトアニア（３２％）の成長率を上回
る。ポーランドの対カリーニングラード州輸出の主要品目は，食品－約２６％，化学工業製品－１７％，
機械・設備－１６％，木製製品（家具）－９％，鉄鋼製品－７％である。主要輸出品目は，プラスチッ
ク製品，豚肉，染料・塗料，紙製品，リンゴ，西洋なし，マルメロ，無線機，砂糖である。ポーラン
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表１６ カリーニングラード州の対ポーランド貿易構造（２００３年）
商品グループ
輸出－１００万ドル 輸入－１００万ドル
２００２ ２００３
２００３／２００２
（％）
２００２ ２００３
２００３／２００２
（％）
農産物・食品 code ０１－２４ １．２ １．０ ８３．３ ６１．６ ９０．１ １４６．３
燃料・エネルギー code ２７ １０４．６ ２４．２ ２３．１ １．６ １．９ １１８．８
化学製品 code ２８－３５，３７－４０ ５．３ ５．７ １０７．５ ４３．６ ５８．９ １３５．１
木材・木材製品 code ４４，４７，４８ ４．６ ６．４ １３９．１ ２６．１ ３３．５ １２８．４
金属 code ７２－８１ １．５ １．７ １１３．３ １６．０ ２４．９ １５５．６
機械・設備 code ８４－９０ ２．４ ２．３ ９５．８ ５０．３ ５６．０ １１１．３
その他 ３．８ ４．１ １０７．９ ５０．８ ８１．４ １６０．２
合計 １２３．４ ４５．５ ３６．８ ２５０．０ ３４６．７ １３８．７
出所：Konsulat Generalny RP w Kaliningradzie.
ドの輸出構造，および主要品目は，前年比で特に大きな変化はない。
一方，カリーニングラード州からポーランドへの輸入では，燃料（主に原油）が輸入全体の半分以
上（５３％強）を占めている。続いて，製材・合板－１４％，化学工業製品（化学肥料）－１２．５％が主要
品目としてあげられる。カリーニングラード州の対ポーランド貿易構造は，表１６に示した。
ポーランドからの輸出は，国境に接する諸県の中小企業を中心に行われている。これらの企業は，
次第に勢力を伸ばしてきたドイツ企業との厳しい競争にさらされている。また，リトアニア企業も次
第に勢力を拡大してきている。
カリーニングラード市場は，次第に品揃えの面でも品質の面でも競争が厳しくなってきている。こ
の市場は，いまのところ大企業の流通ネットワークによってかなりの部分独占されている。これらの
ことは，中小企業の合併・連合への努力を促している。ポーランドの対カリーニングラード州投資は
５００－６００万ドルの規模で，それほど大きくない。カリーニングラード州には，ポーランドの資本が参
加した企業が５００以上ある。しかし，それらは小規模なものが大半で，建設業，商業，サービス業な
どに集中している。
２００４年前期において，ポーランドのカリーニングラード州からの輸入は２．３倍と大幅に伸びた。主
に，原油輸入が１，５２０万ドルまでに伸びたことがその要因になっている。この結果，原油輸入は輸入
全体の５４％を占めるようになった。またこの時期，食品の輸出全体に占める割合が２２．９％にまで低下
したが，カリーニングラード州向け輸出に占める食品の比重低下は長期的トレンドとなっている。
表１５ カリーニングラード州の対ポーランド貿易額（２００１－２００３年）
２００１年 ２００２年 ２００３年
１００万ドル
成長率
２０００＝１００
１００万ドル
成長率
２００１＝１００
１００万ドル
成長率
２００２＝１００
総貿易額 ２８２．２ ９５．５ ３７０．２ １３１．６ ３９２．１ １０５．０
輸出 １２５．２ ９０．９ １１８．３ ９５．３ ４５．４ ３６．８
輸入 １５６．０ １０１．２ ２５０．９ １６０．８ ３４６．７ １３８．７
出所：Konsulat Generalny RP w Kaliningradzie
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ｃ．ウクライナ
ウクライナの国土面積は６０万３，７００km２で，ヨーロッパの中ではロシアに続いて２番目に広く，
ヨーロッパ全体の５．７％を占めている。人口は約４，７４０万人で，うち３分の２（約３，２００万人）が都市
に，３分の１（約１，５００万人）が農村に住んでいる。人口密度は１km２当たり８１人であるが，最近は
低下傾向にある。１９９６－２００４年に人口が３１０万人以上減少したことがその要因である。人口の７７．８％
はウクライナ人である。続いて，ロシア人－１７．３％，ベラルーシ人－０．６％，モルダヴィア人－
０．５％，クリミア・タタール人－０．５％，ブルガリア人－０．４％，ポーランド人－０．３％，ユダヤ人－０．２％
となっている。
ウクライナの首都はキエフである。ウクライナは２４の州，クリミア自治共和国，そして２つの特別
市（キエフ，セバストポル）から構成されている。
ポーランド・ウクライナ国境協力は，相互協定，およびユーロリージョンの枠内で行われている。
具体的には，チェルニウツィー州，イヴァーノ＝フランキーウシク州，リヴィウ州，ヴォルィーニ
州，ザカルパッチャ州と協力関係にある。これらの州は，ウクライナ西部に位置しており，主に農業
地帯である。そしてこのことは，これらの地域がポーランド東部地域の諸県とまさに同様の問題を抱
えていることを示している。
冒頭に示したとおり，この地域の州レベルでのデータは入手困難であるため，ここではウクライナ
全体の経済データを利用して議論したい１。
全般的マクロ経済状況
ウクライナは，その他の旧ソ連共和国と同様，低所得によって特徴づけられる国である。２００３年の
平均月収は１１３ユーロで，ポーランドで最も貧しいポトカルパチェ県の約４００ユーロより低い。しかし
ながら，ウクライナは近年は急成長を遂げている。１９９０年代の経済危機のあと，１９９９年からは急速な
成長を達成している。同時に，体制移行諸国が通常直面するインフレ，失業の増大を抑えることに成
功している。ウクライナ経済の成果は，１９９８－２００４年の経済統計がそれを示している（表１７参照）。
ウクライナのインフラ整備の全般的状況は，ポーランドの国境地帯の諸県と同様の水準にある。し
かしながら，ウクライナにおける R&Dの対 GDP比は，ポーランドのそれを上回る。これは評価に
値する。しかしながら，トランスボーダーリージョン研究の視点から関心のあるウクライナ西部地域
において，それがどのように展開されているかという詳細な情報は入手できなかった。
２００４年前期のマクロ経済状況
２００４年前期のマクロ経済指標から，ウクライナの記録的な経済成長を見てとることができる。GDP
は前年同期比で１２．７％上昇し，１，３７５億４，１０００万 UAHを記録した。投資も前年同期比で５２％伸び
た。GDP増大の牽引役は輸出で，２００４年１－５月で輸出は前年同期比５１．３％上昇し，輸出の伸び３２．５％
１ データは在キエフ・ポーランド共和国大使館経済・商務部による。
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図１９ ウクライナの地図
出所：Instytut Geodezji i Kartografii.
表１７ ウクライナのマクロ経済指標 １９９８－２００４年上半期（２００４年予測）
１９９８／
１９９７
１９９９／
１９９８
２０００／
１９９９
２００１／
２０００
２００２／
２００１
２００３／
２００２
２００４前半／
２００３前半
GNP（固定価格）（％） ９８．３ １００．４ １０５．８ １０９．０ １０４．６ １０９．４ １１２．７
工業生産（固定価格）（％） ９９．０ １０４．０ １１３．２ １１４．２ １０７．０ １１５．８ １１５．９
農業生産（固定価格）（％） ９０．２ ９４．３ ９０．８ １１０．２ １０１．９ ８９．８ ９７．７
投資（％） １０５．７ １００．４ １１１．２ １１７．２ １０８．９ １３１．３ １５２．０
インフレ率（１２月－１２月）（％） １２０．０ １１９．２ １２５．８ １０６．１ ９９．４ １０８．２ １０４．４
GNP（１０億 UAH） １０２．５９３ １３０．４４２ １７０．０７０ ２０４．１９０ ２２０．９３２ ２６３．２２８ １３７．５４１
財政収支の対 GDP比（％） －２．７ －１．５ ＋０．６ －０．３ ＋０．７ －０．２ ＋０．４
国際収支（期末・１０億ドル） －１．２９６ ０．８３４ １．４８１ １．４０２ ３．１７３ ２．８９１ ４．１０
対外債務（期末・１０億ドル） １１．５ １２．６ １０．３５ ７．９８ ８．０８ ８．５５ ８．６０
外貨準備高（期末・１０億ドル） １．１ １．２ １．６ ３．１ ４．４ ６．９ ９．７
対ウクライナ外国直接投資（期末・１００万ドル） ７１８ ４３７ ５８４ ５３１ ７８４ ９８０ ５７４
為替レート（期末） UAH／ドル ３．４２７ ５．２１６３ ５．４３５ ５．２９８５ ５．３３２４ ５．３３２４ ５．３２１０
失業者数（期末・１００万人） １．０４ １．１７ １．１６ １．００ １．０６ １．００ ０．９６
失業率（国際労働機構算定基準による） － １１．９ １１．７ １１．１ ９．４ － －
完全失業率（期末）（％） ３．７ ４．３ ４．２ ３．７ ３．８ ３．６ ３．５
人口（１００万人） ５０．１ ４９．７ ４９．３ ４８．４ ４８．０ ４７．６ ４７．５
出所：Wydzia Ekonomiczno−Handlowy Ambasady RP w Kijowie.
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を上回った。輸出の伸びの内訳は，機械・設備（輸出全体に占める割合－１０．１％）輸出９０％増，鉄鋼
製品（輸出全体に占める割合－３３．８％）輸出５１．１％増，化学工業製品（輸出全体に占める割合－
８．４％）輸出４２．９％増，などである。
こうした傾向は，ウクライナの世界経済の依存度，さらには世界の需要や価格変動への依存度を高
める結果となった。しかしながら，世界市場の良好な環境や輸出の伸びという好材料を，ウクライナ
経済システムの改革に十分活用できていないところに，現在のウクライナの大きな問題がある。ウク
ライナの工業製品に対する需要の高まりに伴って，ウクライナの工業，とりわけ重工業の近代化が焦
眉の課題となっている。公式には，２００４年前期に９．６％の企業がイノベーションに取り組んだとされ
ているが，実質的にはそのうちの３９％しか取り組んでおらず，したがってイノベーションを行ったの
は工業全体の３．７４％にとどまっている。
工業生産は，１５．９％の成長を遂げたが，その内訳は，加工業－１８．６％（うち，セルローズ・製紙，
印刷業－３２．１％），機械工業－３３．９％，鉱物加工業－２７．５％，木材加工業－２８．７％，化学石油化学工
業－１８．４％，金属加工業－１７．５％，農産物・食品加工業－１５．７％，となっている。農業部門では，２００４
年前期に前年同期比２．３％の減少が記録された。
対ウクライナ外国直接純投資は，２００４年前期に５億７，３７０万ドル増加した。外国投資は２００４年中葉
には７３億２，４８０万ドルに達し，前年同期比８．５％増となった。投資国の内訳は，２００４年７月１日現在
で，米国－１４．８％（１０億８，５９０万ドル），キプロス－１４．７％（１０億７，７００万ドル），イギリス－１０．１％
（７億４，１３０万ドル），ドイツ－７．３％（５億３，５６０万ドル），オランダ－６．９％（５億８７０万ドル），ロシ
ア－５．６％（４億１，０６０万ドル），アメリカ・ヴァージニア諸島－５．０％（３億６，３１０万ドル），となって
いる。この統計は，実態を正確に表しているとはいえない。特に，ロシアからの海外投資が低く見積
もられている。また，キプロスやタックス・ヘブンの諸国からの投資のかなりの部分は，旧ソ連地域
からの資本と考えることができる。
２００４年前期におけるウクライナの貿易収支は４０億ドルの黒字で，改善傾向が見られる。この時期，
世界経済の好転にともない，金属製品，化学製品，機械製品に対する需要が伸びたことが，貿易収支
の改善につながった。
２００４年前期のインフレ率は４．４％で，前年同期比では４．６％であった。このうち，食品は５．４％，工業
製品は２．９％，サービスは２．７％であった。また，工業製品生産者価格は平均１４．３％の上昇であった。
国民の実質所得は，２００４年１－５月期に前年同期比１５．５％上昇した。国民の貯蓄は，１０億９，０００万
UAH増加した。２００４年６月時点で，平均給与は６０１．４５UAH（キエフ－１００９．８４UAH，ヴォルィー
表１７ ウクライナのインフラおよび R&Dへの支出 １９９８－２００２年
インフラストラクチャ
鉄道網（１０００km２における km） ３７．４ ３７．２ ３６．９ ３６．８ ３６．６
道路網（km） １６８，５４５．７ １６８，６７４．２ １６９，４９０．９ １６９，６２９．９ １６９，６７８．５
R&D
公共教育支出（対 GDP比率％） ４．４ ３．６ ４．２ ４．７ ５．６
国内総 R&D支出（対 GDP比率％） １．０７ ０．９７ ０．９６ １．０２ １．０２
出所：Eurostat.
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－９１－
ニ－４２５．３１UAH）で，２００３年前期の平均給与に対して２６．０％上昇した。
２００４年７月１日現在で，登録失業者数は９６万２，５００人で，失業率は３．５％（国際労働機構の基準で約
９％）であった。
２００４年前期のポーランド・ウクライナ貿易関係とポーランドの対ウクライナ投資
ポーランド・ウクライナ間の貿易は，ロシア金融危機の時期を除いて，年々拡大している。特徴的
なことは，常にポーランドが出超基調だということである。１９９０年代初頭には年間約３，０００万ドルで
あったが，２００３年には８億ドルに達している。表１９は，１９９２年から２００４年／前期までのポーランド・
ウクライナ貿易の変遷を示している。
２００４年前期において，ウクライナはポーランドの輸出相手国の中で第１２位（ポーランドの輸出に占
める比重－２．４５％），ポーランドの輸入相手国の中で第２１位（ポーランドの輸入に占める比重－
１．１３％）であった。逆に，ポーランドはウクライナの輸出相手国の中で第７位（ウクライナの輸出に
占める比重－２．８％），ウクライナの輸入相手国の中で第４位（ウクライナの輸入に占める比重－
３．３％）であった。２００４年前期に，ポーランドからウクライナへの輸出は３４．６％増加し（ポーランド
の総輸出はこの時期３９．７％増加），２００４年半ばに輸出額８億４，４９０万ドルを達成した。ポーランドのウ
クライナからの輸入は，この時期３８％増加し４億７，４５０万ドルに達した。総貿易額は，１３億１，９４０億ド
ルを記録した。
ポーランドからウクライナへの主要輸出品目は，自動車，機械・設備，非鉄金属，人造繊維で，こ
れらの製品がポーランドからウクライナへの輸出の５３．４６％を占めている。一方，ポーランドのウク
ライナからの輸入は，鉄鉱石，原油，瀝青炭液化油，などである。
ポーランド・ウクライナ貿易構造は表２０に示した。
表１９ ポーランド・ウクライナ貿易 １９９２－２００４年／前期
年 輸出 輸入 総貿易額 貿易収支
１００万ドル 成長 １００万ドル 成長 １００万ドル 成長 １００万ドル
１９９２ １６１．６ １００．０ １２３．８ １００．０ ２７５．４ １００．０ ３７．８
１９９３ １８７．５ １１６．０ ２０１．１ １６２．４ ３８８．６ １４１．１ －１３．６
１９９４ ２８０．４ １４９．５ ２０４．９ １０１．９ ４８５．３ １２４．９ ７５．５
１９９５ ７４２．６ ２６４．８ ２９０．８ １４１．９ １，０３３．４ ２１２．９ ４５１．８
１９９６ ９７７．８ １３１．６ ４１８．５ １４４．３ １，３９６．３ １３５．２ ５５９．３
１９９７ １，２０６．８ １２３．４ ４１５．５ ９９．３ １，６２２．３ １１６．２ ７９１．３
１９９８ １，０８６．４ ９０．０ ３７７．２ ９０．８ １，４６３．６ ９０．２ ７０９．２
１９９９ ７０３．１ ６５．７ ３３８．５ ８９．８ １，０４１．６ ７１．２ ３６４．６
２０００ ７９８．２ １１３．５ ４７５．４ １４０．４ １，２７３．６ １２２．３ ３２２．８
２００１ １，００２．７ １２５．６ ４４９．３ ９４．５ １，４５２．０ １１４．０ ５５３．４
２００２ １，１８０．５ １１７．７ ４９１．６ １０９．４ １，６７２．１ １１５．２ ６８９．０
２００３ １，５６１．２ １３２．３ ７４４．６ １５１．５ ２，３０５．８ １３７．９ ８１６．７
２００４／前期 ８４４．９ １３４．６ ４７４．５ １３８．０ １３１９．４ １３５．８ ３７０．５
出所：Wydzia Ekonomiczno−Handlowy Ambasady RP w Kijowie.
９２ 田 口 雅 弘
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９３ポーランド東部国境地帯のユーロリージョン（３）
－９３－
ポーランドの対ウクライナ海外投資は，２００４年前期に対前年同期２．３％の伸びを示している。２００４
年７月１日現在で，ポーランド資本が参加しているウクライナ企業は８８３社に達している。２００４年半
ばにおいて，ポーランドの対ウクライナ外国投資の構成は次の通りである：工業部門－５８．１％，金融
部門－２４．４％，商業部門－１０．５％。この工業部門の内訳は，化学工業－１７．８％，木材加工業－
１４．１％，冶金・金属加工業－４．１％，食品加工業－３．２％，鉱物加工業－２．４％，軽工業－２．７％，であ
る。ウクライナ金融部門への投資では，クレジットバンク・ウクライナ（ポーランドの PKO BPが資
本参加），PeKaO SAウクライナ，およびポーランド再保険協会（Polish−Re）などをあげることがで
きる。ウクライナの対ポーランド投資は，２００３年末現在で３３万ドルにとどまっている。
ウクライナでは，ポーランド国境近くにいくつかの特別経済地区，および優先開発地区がある。リ
ヴィウ州には特別経済地区「クロルトポリス・トゥルスカヴィエツ」，「ヤヴォリフ」がある。ザカル
パッチャ州には，特別経済地区「ザカルパッチャ」が設立され，またムカチェヴォ，ウズゴロドには
優先開発地区がある。また，ヴォルィーニ州には特別経済地区「インテルポルト・コヴェル」があ
り，いわゆるグダンスク－オデッサ回廊を擁している。しかしながら，ポーランド・ウクライナ間の
経済協力関係はなかなか進んでいない。ポーランドの対ウクライナ投資にとって障害となっているの
は，次の点である：
－商業：法令の不安定性（度重なる改訂）。たとえば，２００４年に施行された，自由な貿易の障害と
なる種々の規定。国境検査の非効率性，国境における不法な要求。
－投資：特別経済地区の機能原則の改定。輸出業者に対する付加価値税還付の遅れ。官僚主義の蔓
延。
－権力による差別：たとえば，ポーランドが資本参加したクレジットバンク・ウクライナに対する
不当な課税。
７．実証的調査の方法
（省略）
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